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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

第１章 地理空間情報の活用の推進に関する全般的施策 

１．関係主体の推進体制の整備と連携の強化 

（政府が一体となった施策の推進とその体制整備） 

１ １章１

（１） 

戦略的体制及び

運営のあり方の

検討 

国の関係部局や地方公共団体、民間事

業者からのヒアリング等を行い、地理空

間情報の整備・更新・提供・流通や準天頂

衛星による衛星測位システムに関する現

状や課題について調査を進める。 

地理空間情

報活用推進

会議（以下

「推進会議」

という。）

現状や課題についての調査を進

める。 

     

２ １章１

（１） 

衛星測位に係る

施策の推進体

制の見直し等の

検討 

衛星測位に関する施策の推進体制につ

いては、必要に応じて、平成２０年５月に

成立した宇宙基本法及びそれに基づい

て設置される宇宙開発戦略本部での議

論や、平成２１年６月に策定された宇宙

基本計画等を踏まえつつ、宇宙基本法及

び地理空間情報活用推進基本法の基本

理念に沿って見直し等を検討する。 

内閣官房

（宇宙開発

戦略本部事

務局） 

宇宙開発戦略本部の下に我が国

の測位衛星システムの推進を検討

する体制を整え、事業計画の策定

を行い、平成２４年度予算措置の

是非に関する判断を行う。 
    ○

（国と地方公共団体との連携・協力） 

３ １章１

（２） 

国と地方公共団

体との連携 

地理空間情報の活用推進に関する都道

府県の担当者を対象とした会議等を開催

し、連携を図る。 

国土交通省各都道府県と連携を図るため、担

当者会議等を平成２０年度から実

施する。 

     

４ １章１

（２） 

１章５ 

２章３

（２） 

統合型ＧＩＳの普

及・啓発の推進 

統合型ＧＩＳの活用推進に関する都道府

県の担当者を対象とした会議を開催し、

普及・啓発の推進を図る。 

総務省 統合型ＧＩＳの活用・推進を図るた

め、統合型ＧＩＳ自治体連絡会議を

実施する。      

５ １章１

（２） 

国と地方公共団

体等の連携によ

る基盤地図情報

の整備 

基本測量や公共測量の測量成果の相互

利用や測量作業の調整等について国と

地方公共団体が連携し、基盤地図情報・

デジタル画像情報の整備、適時の更新及

び提供を行う。 

国土交通省平成２３年度までに市街化区域・市

街化調整区域において、基盤地図

情報・デジタル画像情報を整備し、

基本測量及び公共測量を基に随時

更新・提供を行う。 

○ 
 

  

（産学官の連携） 

６ １章１

（３） 

地理空間情報産

学官連携協議会

の開催 

地理空間情報高度活用社会の実現に向

け、広く産学官の関係者、有識者の参画

する地理空間情報産学官連携協議会を

開催する。 

推進会議 引き続き、地理空間情報産学官連

携協議会を開催する。 
     

７ １章１

（３） 

新産業創出へ

の貢献 

地理空間情報の活用を中心に、技術・市

場・制度面の検討を積極的に行っている

ｇコンテンツ流通推進協議会などの民間

団体における連携の取組を促進する。 

経済産業省地理空間情報の認知度の向上や、

利活用の普及・促進をｇコンテンツ

流通推進協議会等の民間団体等と

協力しつつ推進する。 

     

８ １章１

（３） 

ＪＩＳ原案作成委

員会のへ参画 

官民の関係者からなるＪＩＳ原案作成委員

会を国内審議団体と連携して開催し、地

理空間情報に関する標準のＪＩＳ化に向け

た検討に参画する。 

経済産業省

国土交通省

・位置・空間情報に関するＷｅｂな

どの情報処理における記述方法と

して、「空間」に関する識別子Ｐｌａｃ

ｅ Ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ（ＰＩ）のＪＩＳ化を図る。

（経済産業省） 

・ＩＳＯにおいて新たに国際規格が

確定した項目について、必要に応

じ、順次速やかにＪＩＳ化原案を作

成する。（国土交通省） 
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９ １章１

（３） 

「Ｇ空間ＥＸＰＯ」

の開催の検討 

「Ｇ空間ＥＸＰＯ」の開催について産業界・

学界と連携して検討する。 

推進会議 Ｇ空間ＥＸＰＯ実行委員会構成員に

よるシンポジウムを実施する方向

で産学官で連携して企画・検討す

る。また、平成２４年６月の開催予

定の「Ｇ空間ＥＸＰＯ」に向けて企

画・検討を行う。 

     

２．調査・研究等の実施  

１０ １章２ 地理空間情報

の流通における

個人情報保護、

データの二次利

用等の課題に

ついての調査・

研究 

ＧＩＳの利活用にあたっての個人情報保

護、データの二次利用等の地理空間情

報の提供・流通に関する課題の調査・研

究を行う。 

国土交通省平成２２年度に地理空間情報活用

推進会議において策定した個人情

報保護・二次利用促進に関するガ

イドラインについて、実用性の観点

から検証を行う。 

○ 
 

  

１１ １章２ 国の安全に及

ぼす影響に関

する調査・研究 

地理空間情報の提供・流通における、国

の安全の観点から配慮すべき事項に関

する調査・研究を行う。 

国土交通省平成２２年度の調査結果を踏まえ、

平成２３年度も引き続き、地理空間

情報のうち、地図や空中写真等に

関する、国の安全の観点から配慮

すべき事項について検討する。 

     

１２ １章２ 

２章２

（２） 

整備・更新手法

及び品質評価等

に関する調査検

討 

モデル的な実証調査等を行い、基盤地図

情報の整備、更新、管理などを効率化す

る研究を行う。 

国土交通省平成２３年度も引き続き、基盤地図

情報の整備・更新等に関する手引

き等の普及・啓発により、基盤地図

情報の利活用推進を図る。 

     

１３ １章２ 工事図面等を活

用した基盤地図

情報の更新技

術の開発 

工事で電子納品されるＣＡＤ図面の情報

を活用し、基盤地図情報を円滑に更新す

る技術や基準を開発する。 

国土交通省道路基盤地図情報のシームレス化

作業の自動化を念頭に置いて、部

分更新（接合・標定）技術のアルゴ

リズムを、平成２３年度に開発す

る。 

     

１５ １章２ 屋内外シームレ

ス測位環境の構

築のための環

境整備 

衛星測位システム受信機をそのまま屋

内測位にも利用可能とするＩＭＥＳ（Ｉｎｄｏｏ

ｒ Ｍｅｓｓａｇｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ）を活用した屋

外～屋内を問わないシームレス測位環

境の構築に寄与するため、当該技術の

利用拡大のための普及啓発を行う。 

文部科学省ＩＭＥＳの技術仕様（準天頂衛星シ

ステムユーザインタフェース仕様

書（宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸ

Ａ）が平成２０年６月に１．０版を公

開、平成２３年２月に１．２版に改

訂）の付録に記載）について、必要

に応じて更新を実施する。 

  ○   

１７ １章２ 地球観測衛星

の継続的な開発 

陸域観測技術衛星「だいち」（ＡＬＯＳ）の

利用実証を通じてリモートセンシング技

術や画像処理技術の高度化を図るととも

に、分解能の向上などレーダや光学セン

サの高度化に必要な研究開発を行う。 

文部科学省 継続して研究開発を実施すること

により、リモートセンシング技術等

の高度化を図る。   ○  ○

２１ １章２ ＧＥＯ Ｇｒｉｄの

推進 

衛星等によって入手された画像データを

有効活用するための大容量データ処理

技術の開発及びインフラ整備を行う。 

インフラ整備の一環として、効率的にペタ

バイト級の地球観測衛星のデータアーカ

イブシステムを構築する。 

経済産業省平成２２年度までに基本システム

を完成し、その後もインフラ整備を

継続する。 
○ ○  ○

２２ １章２ Ｇ空間プロジェ

クトの推進 

地理空間情報を活用した新たな産業・サ

ービスの創出と発展に向けた取組を実施

する。 

経済産業省平成２５年までに誰もが地理空間

情報を利活用し、楽しむことができ

るような社会の実現を目指し、地理

空間情報の利活用を促進するため

の流通基盤の整備、生活や産業に

おける利用の高度化、測位衛星等

からの位置情報を有効活用できる

環境の整備等を行う。 

○ ○   



- 3 - 
  

整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１５３ １章２ 防災見える化の

推進 

災害リスク情報等の防災上役立つ情報に

ついて関係者が一目で理解できるように

するとともに幅広い応用も可能にするこ

とを目的とした「災害リスクの見える化」

を推進するため、産官学の関係者を集め

た検討会を実施し、災害リスク情報に係

るデータ作成ガイドラインや標準インター

フェース仕様（アプリケーション・プログラ

ムの間でデータの取り出し等について共

通の動作が行われるようにするデータ変

換等の仕様）等の検討、情報の利活用の

促進を図る上で必要なオントロジー（体

系化された情報の区分設定と共通名称

の付与）を構築する。 

また、災害対応物資・機材等のロジスティ

クス情報等を関係者が共有できるように

する「現場見える化」の検討を行う。 

内閣府 地理空間情報産学官連携協議会

の下でワーキンググループを開催

するなどにより、産学官が連携して

「防災見える化」の推進に向けた検

討を行う。 

○    

１５４ １章２ ｅクリエーション

空間実証実験事

業の推進 

地域やビル構内に偏在する様々な情報

を利用した地域活性化、コンテンツ市場

創造及び、子供からお年寄りにとって安

全安心な街づくりを推進するため、個人

のニーズにきめ細かく応えるサービス基

盤技術に電波、照明技術などを組み合わ

せた実証事業を行うと共に、実現に必要

な国際標準化、インフラ規制緩和等制度

的課題抽出を行う。 

経済産業省平成２０ 年度の先導的プロジェク

トの結果をもとに、平成２３年度ま

でには、実証プロジェクトを全国に

展開する。 

○ ○   

１５５ １章２ 次世代地球観測

センサ等の研究

開発 

衛星搭載用ハイパースペクトルセンサの

開発を行う。また、資源探査、農業利用、

森林・環境監視等の利用技術研究開発を

行う。 

経済産業省平成２６年度までに空間分解能３０

ｍ、バンド数１８５を有するハイパ

ースペクトルセンサを開発する。ま

た、ハイパースペクトルセンサか

ら得られるデータを有効に活用す

るため、スペクトルデータベース

の整備、資源、農業、森林・環境監

視等の利用技術開発を行う。 

  ○  ○

１５６ １章２ 土砂移動を考慮

した治水安全度

評価手法に関す

る研究 

ＬＰ（レーザープロファイラ）データ等を活

用し、洪水時の侵食や堆積等土砂移動を

正確に予測し、沿川の治水安全度評価を

高度化する手法を検討する。 

国土交通省平成２１年度に検討した地形調査

手法を踏まえ、平成２２年度は治水

安全度評価まで一連の検討手法を

一次構築し、課題を抽出する。平成

２３年度までに課題を解決するとと

もに実態調査法から安全度評価ま

でを含めた治水安全度評価手法を

検討する。 

     

１７４ １章２ 高精度なデジタ

ル森林空間情

報を生物多様性

の保全や国土

保全施策等に活

用するためのデ

ータ解析技術の

開発 

デジタル空中写真撮影や航空レーザ計

測等の次世代の森林計測技術を活用し、

森林植生等の詳細な分析や、山地災害

発生時の影響度の推測を行うための技

術開発を実施し、施策展開に向けた実用

化を図る。 

農林水産省平成２４年度までに、デジタルデー

タを活用した効率的かつ精度の高

い調査・分析手法に係る実用化技

術を開発する。 
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１７５ １章２ 圃場環境ＧＩＳ－

ＤＢの構築と評

価・予測システ

ムの開発等へ

の応用 

土地利用、品種、気象条件などを含んだ

圃場環境ＧＩＳデータベースを構築すると

ともに、このデータベースを用い、水稲を

対象とした地域スケールでの組み換え・

非組み換え作物間の交雑率推定指標の

高精度化を図る。 

農林水産省平成２４年度までに指標の高精度

化を図るとともに、水稲以外の作物

への適応可能性を検討する。 
     

１８２ １章２ 地理空間情報を

活用した新事業

の創出・展開の

ための産学官

連携プロジェク

ト 

公益性の高い複数のサービス分野にお

いて、実現を目指す先進的な取り組み事

例を調査し、公益的なサービス等の新事

業を創出・展開していくための共通的な

課題について、ルールや仕組みづくりを

検討し、共通課題解決のための運用指針

を作成する。 

国土交通省平成２５年度に共通課題解決のた

めの運用指針を作成する。 

       

１８３ １章２ 航空レーザーデ

ータを用いた土

地の脆弱性に

関する新たな土

地被覆分類の

研究 

樹高や植生の疎密度など新たな土地被

覆分類手法を構築し、土地被覆が土地の

脆弱性に与える影響を評価する手法を提

示してマニュアル化する。 

国土交通省平成２５年度までに土地被覆分類

手法を構築するとともに、評価手法

の提示及びマニュアル化を行う。 
       

１８４ １章２ 公共的屋内空間

における三次元

ＧＩＳデータの基

本的仕様と効率

的整備方法の

開発 

公共的屋内空間について、避難計画の

策定等に必要となる三次元ＧＩＳデータの

基本的な仕様案を作成する。また、既存

の設計図面等をＧＩＳデータに結合させる

ことで、三次元ＧＩＳデータを簡便に整備

する方法を開発し、マニュアル案にまと

める。 

国土交通省平成２５年度までに基本的な仕様

案と既存資料を活用した効率的な

三次元ＧＩＳデータの作成方法に関

するマニュアル案を作成する。 ○   
 

  

１８５ １章２ ＶＬＢＩ２０１０観

測システムの整

備 

我が国の位置情報基盤を安定かつ高精

度に維持し、複数プレートの重なり合う日

本周辺地域の地殻変動監視をおこなうた

め、ＶＬＢＩ２０１０観測システムを構築して

いく。 

国土交通省国際ＶＬＢＩ 事業（ＩＶＳ）において、

新システムへの移行が決定され、

平成２８年度から新システムを用

いた本格的な国際観測が開始され

る見込みである。我が国の測地基

準系を維持していくためには、平

成２７年度末までに新システムに

対応したＶＬＢＩ 観測局を整備す

る。 

    
 

  

３．知識の普及等 

（セミナー等の開催） 

２３ １章３ 地理空間情報

の利活用促進

のためのセミナ

ーの開催等 

地理空間情報の活用の有効性や技術に

関するセミナーや国の施策、国と地方公

共団体等との連携に関する説明会等を

開催する。またＧＩＳの普及のためのパン

フレットを作成する。 

国土交通省地理空間情報の活用の有効性や

技術に関するセミナーや国の施

策、国と地方公共団体等との連携

に関する説明会等を全国で毎年実

施する。また、各種団体が実施す

るセミナー、研修等に講師、講演者

等を派遣する。 

     

２４ １章３ 地域における中

核組織と連携し

た知識の普及 

地域において、地理空間情報に関する専

門知識を有する大学や民間企業等から

なる中核組織と連携したセミナー等の開

催や、地域ブロック別などで国とこれらの

ような中核組織が連携を図るための検討

を行う。 

国土交通省地域ブロック別などで国と地理空

間情報に関する専門知識を有する

大学や民間企業等からなる中核組

織の連携を図り、意見交換会・協議

会等を開催する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

（インターネットによる情報提供） 

２７ １章３ 政府のＧＩＳポー

タルサイトの充

実 

ＧＩＳの整備・普及に係る政府の取り組み

等について幅広く広報するため、政府の

実施するＧＩＳ施策に係る総合的なポータ

ルサイトの運用を継続する。 

推進会議

（地理情報

システムワ

ーキンググ

ループ）

ＧＩＳポータルサイトの内容を充実

させ、国民に対して利用価値の高

い情報を提供する。      

２８ １章３ 地理情報共用Ｗ

ｅｂゲートウェイ

の構築 

府省横断的な地理情報の利活用を図る

ため、各府省のシステムが共通して備え

るインターフェイスの普及を促進するとと

もに、ユーザが各府省の地理空間情報

を使うためのゲートウェイを政府のＧＩＳ

ポータルサイトに構築する。 

推進会議

（地理情報

システムワ

ーキンググ

ループ）

内容の更なる充実を図る。 

     

２９ １章３ 官民連携ポータ

ルサイトに関す

る検討 

民間と連携して官民の情報を総合的に提

供するポータルサイトの構築について検

討する。 

国土交通省ＧＩＳ－ＪＡＰＡＮ ポータルサイト

（仮称）を公開し、試験運用の準備

を進める。 

     

４．人材の育成 

３０ １章４ 地理空間情報

の活用を担う人

材育成の推進 

測量士及び測量士補のあり方及び測量

士及び測量士補試験の科目に地理情報

システム及び汎地球測位システム測量

を追加することについて検討する。また、

測量技術者にかかる資格制度について

検討を行う。 

国土交通省平成２１年度から測量士及び測量

士補試験の科目に地理情報システ

ム及び汎地球測位システム測量を

追加している。また、測量行政懇談

会の下に設置されている測量資格

制度部会において、引き続き、測

量技術者にかかる資格制度につ

いて検討を行う。 

     

１５８ １章４ 教育分野への

地理空間情報

の活用推進プロ

ジェクト 

初等中等教育において利用できる、地理

空間情報・ＧＩＳを活用した学習プログラ

ム等を作成する。 

国土交通省平成２３年度までに学習プログラ

ム等を作成する。 
     

１８６ １章４ 地方公共団体に

おける地理空間

情報の高度活

用促進 

地方公共団体等において、地理空間情報

を高度に活用する個別行政ニーズに対

応する人材育成プログラムを体系的に整

備することにより、空間分析能力の高い

人材を育成し、地理空間情報の高度な活

用を促進する。 

国土交通省平成２５年度までに、地方公共団体

等の個別行政ニーズに対応する、

地理空間情報に関する人材育成プ

ログラムを体系的に整備する。 
     

５．行政における地理空間情報の活用 

（国における活用） 

３２ １章５ 

２章３

（１） 

総合防災情報シ

ステムの整備 

防災関係機関が有する防災情報を共通

のシステムに集約し、その情報にいずれ

からもアクセスし、入手することが可能と

なることを目指した共通基盤を整備す

る。 

内閣府 

関係府省

システムの運用を継続的に実施す

る。 

○   ○

３３ １章５ 犯罪情報分析に

おけるＧＩＳの活

用 

犯罪統計、犯罪手口等の情報を電子地図

上に表示し、他の様々な情報を組み合わ

せるなどして犯罪発生場所、時間帯、被

疑者の特徴等を分析し、よう撃捜査（犯行

予測に基づき捜査員を先行配置して検挙

する捜査）等を支援する情報分析支援シ

ステム（ＣＩＳ－ＣＡＴＳ）を積極的に活用す

る。 

警察庁 情報分析支援システム（ＣＩＳ－ＣＡ

ＴＳ）を積極的に活用する。 

     

３５ １章５ 特殊土壌地帯推

進調査 

地理情報システムを活用し、特殊土壌地

帯対策の実施状況等の情報と数値地図

情報との一元化を図り、実施状況等を整

理したデータベースを更新する。 

農林水産省引き続き運用する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

３６ １章５ 国有林地理情報

システムの運用 

国有林における森林情報を一元的に管

理する森林ＧＩＳの運用等を行い、国有林

野の管理経営の効率化を図る。 

農林水産省引き続き運用する。 

     

３７ １章５ 地質資源情報

の電子化 

鉱物、燃料、地熱等の地質資源に関わる

情報を、ＧＩＳ化したデータベースとして整

備する。石油等の資源開発及びこれに関

連する環境管理等での地球観測衛星デ

ータの利用技術においてＧＩＳを活用す

る。 

経済産業省出版済みの各種地質資源図を電

子化して整備を図る。 

○ ○  ○

３８ １章５ 国立・国定公園

総点検事業 

全国の国立・国定公園について、科学的

データに基づき、指定状況等の総点検を

実施する。 

環境省 平成２３年までに、全国の国立・国

定公園の総点検を実施。その後、

成果を活用して引き続き公園計画

の点検を実施する。 

     

１６０ １章５ 大深度地下利用

に関する情報の

整備 

事業者等が個別に保有している鉄道等

の地下の埋設状況等、地下情報のワン

ストップサービス化を図るため、大深度

地下に関する情報システムの整備を行

う。 

国土交通省継続的に管理・運用する。 

     

（地方公共団体における統合型ＧＩＳ導入促進） 

３９ １章 

２章２

（２）３

（２） 

統合型ＧＩＳの技

術的支援 

基盤地図情報を用いた地理空間情報の

整備・更新など地理空間情報の電子的整

備・更新に対して、講習会の開催、技術

相談対応、技術に関するセミナーなどの

技術的支援を行う。 

国土交通省講習会の開催、技術相談対応、技

術に関するセミナーを開催する。 

     

４０ １章５ 

２章２

（２） 

３（２） 

統合型ＧＩＳの整

備に要する地方

財政措置 

統合型ＧＩＳの整備に要する経費につい

て地方財政措置を実施する。 

総務省 継続的に実施する。 

     

６．国際協力の推進 

（会議等への参画） 

４１ １章６ 国際規格策定作

業への貢献 

国際標準化機構（ＩＳＯ）における地理空

間情報に係る規格策定等の国際的なル

ールづくりへ積極的に参加する。 

経済産業省

国土交通省

・位置・空間情報に関するＷｅｂな

どの情報処理における記述方法と

して、「空間」に関する識別子Ｐｌａｃ

ｅ Ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ（ＰＩ）の国際規格化を

図る。（経済産業省） 

・国際規格の規格策定作業として、

国内委員会に参加するとともに、

日本の国益を主張しつつＩＳＯの国

際規格化を図る。（国土交通省） 

     

４２ １章６ 海外技術協力

の推進 

国連アジア太平洋地域地図会議、アジア

太平洋ＧＩＳ基盤常置委員会等の国際的

な地理空間情報活用の活動を積極的に

推進していく。 

国土交通省国連アジア太平洋地域地図会議に

政府代表として参加するとともに、

同会議の決議に基づき常設された

同地域の地理情報データ基盤整備

のあり方、そのための国際協調に

関する技術的・政策的協議をする

ための会議、委員会を推進してい

く。 

     

（データ整備・提供等） 

４３ １章６ 国際ＧＮＳＳ事

業（ＩＧＳ）への参

加 

国際ＧＮＳＳ（Ｇｌｏｂａｌ Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎ Ｓａｔｅｌ

ｌｉｔｅ Ｓｙｓｔｅｍｓ）事業等が実施する国際

測地観測等への参加を行う。 

国土交通省登録局を安定的に運用する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

４４ １章６ 地球地図プロジ

ェクトの推進 

我が国を中心とする各国との国際協働に

より、地球陸域全体の数値地図データセ

ットを整備する「地球地図プロジェクト」の

推進を図る。 

国土交通省平成２４年度までに地球地図第２版

を整備する。 
    

 

４５ １章６ 各国の地質図

等作成 

世界各国の地質調査機関から構成され

ている世界地質図委員会（Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ

ｆｏｒ ｔｈｅ Ｇｅｏｌｏｇｉｃａｌ Ｍａｐ ｏｆ ｔｈｅ Ｗ

ｏｒｌｄ、 ＣＧＭＷ）において、東・東南アジ

アの陸域・海域の１／５００万地質図を作

成する。国際プロジェクト“Ｏｎｅ Ｇｅｏｌｏｇ

ｙ”に参画し、１／１００万全球デジタル地

質図の作成に協力する。 

経済産業省平成２４年までに東・東南アジア地

質図を作成する。ＯｎｅＧｅｏｌｏｇｙプ

ロジェクトに参加してその推進に貢

献する。 
○ ○  ○

４６ １章６ 「センチネル・ア

ジア」プロジェク

トの推進等によ

る衛星データの

提供 

Ｗｅｂ－ＧＩＳを用いて地図データ等との

重ね合わせによる付加価値のついた地

球観測衛星画像等をインターネットを通じ

て提供し、アジア地域の国々で災害関連

情報を共有する我が国主導の「センチネ

ル・アジア」の推進等を通じ、我が国の陸

域観測技術衛星「だいち」（ＡＬＯＳ）など

の地球観測衛星の観測データを、開発途

上国を中心とした諸外国の関係機関に提

供する。 

文部科学省従来の活動を継続して実施すると

ともに、海外衛星との連携等の実

施により、「センチネル・アジア」プ

ロジェクトを推進する。 

ただし、我が国の陸域観測技術衛

星「だいち」（ＡＬＯＳ）の地球観測デ

ータの提供については、アーカイ

ブデータの提供のみとなる。 

  ○  ○

１７６ １章６ 気候変動・防災

対策の総合的

推進 

地球地図のグローバルスタンダード化を

行うことにより、関係諸国の気候変動対

策の立案能力の向上を図り、気候変動対

策において国際社会における主導的役

割を発揮する。 

国土交通省気候変動の緩和・適応策に関する

議論や政策決定過程において、地

球地図に各種データを組み合わせ

て解析したモデル事例を作成す

る。また、地球地図をインターネッ

ト上で簡単に利用できるツールの

試験運用を開始する。 

     

第２章 地理情報システム（ＧＩＳ）に関する施策 

１．地理空間情報の整備・提供に関する基準等の策定・普及 

（地理情報の標準化） 

４７ ２章１

（１） 

地理情報標準

の整備 

ＩＳＯの国際規格に整合して地理情報標

準をＪＩＳ化する。また、地理情報標準の

普及のため、最新のＩＳＯ規格及びＪＩＳ規

格に基づいて体系化した地理情報標準

プロファイル（ＪＰＧＩＳ）を適時に改訂する

とともに、その普及を図る。また、地理情

報標準に準拠したデータ整備が円滑に

進むよう技術的な支援を行う。 

国土交通省ＩＳＯにおいて新たに国際規格が確

定した項目について、必要に応じ、

順次速やかにＪＩＳ化原案を作成す

る。また、適時にＪＰＧＩＳを改定す

るとともに、ＧＭＬとJPGISを一体

化する。 

     

４８ ２章１

（１） 

地理情報標準を

使用した基盤地

図情報の整備・

提供 

基盤地図情報を整備・提供する際には、

率先して地理情報標準プロファイル

（JPGIS）、ＧＭＬを使用し、これらの普及

のための環境整備を図る。 

国土交通省基盤地図情報はJPGIS、ＧＭＬを使

用して整備・提供する。 
     

４９ ２章１

（１） 

地理情報標準

の普及 

地理情報標準が地方公共団体や民間に

おいても使用されるよう、セミナーの開催

等の標準の普及活動や技術支援を行う。

国土交通省地理空間情報の標準化の普及・啓

発活動として、毎年全国でセミナー

を開催するほか、ホームページで

技術支援ツールを必要に応じて提

供する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

（地理空間情報全般の整備・更新・提供・流通に関するルール等） 

５０ ２章１

（２） 

２（１） 

地理空間情報

の位置的整合

性を担保する方

法の検討 

モデル的な実証調査等を行い、基盤地図

情報を基準に整備した地理空間情報の

位置的整合性の検証を実施し、地理空間

情報の位置的整合性を担保する方法を

検討する。 

国土交通省平成２２年度に検討した位置的整

合性を担保する方法について、平

成２３年度から地方公共団体等に

対して技術的支援を開始する。 

     

５２ ２章１

（２） 

地理空間情報を

容易に組み合

わせて利用する

方法の検討 

既存のＷｅｂサーバに所有されるデータ

を重畳的に表現可能にするツール（ＳＶＧ

など）に関する動向調査等を行う。 

経済産業省ＳＶＧを使った地図表現について

は、平成２３年度中のＪＩＳ制定を目

指す。      

５３ ２章１

（２） 

地理識別子体系

等の調査検討 

地名や住所等から地理空間情報上の場

所や地域の特定を可能とする地理識別

子の体系等に関する調査検討を実施す

る。また、共有した地理空間情報を容易

に組み合わせて利用する際のキーの一

つである地名コードについて検討する。

国土交通省平成２３年度も引き続き、地名コー

ドについて検討を実施する。 

     

５４ ２章１

（２）４

（１） 

地理空間情報

の活用における

個人情報の取

扱いに関する実

務上のガイドラ

インの策定 

地理空間情報の活用における個人情報

の取扱いに関する実務上のガイドライン

を策定する。 

推進会議 平成２２年９月に策定した「地理空

間情報の活用における個人情報

の取扱いに関するガイドライン」の

普及・啓発を図る。 
○ 

 
  

５５ ２章 

１（２） 

４（２） 

地理空間情報を

扱う際のデータ

の二次利用に

関する実務上の

ガイドラインの

策定 

地理空間情報を扱う際の（データの二次

利用に関する）実務上のガイドラインを民

間を含めた体制で検討し策定する。 

推進会議 平成２２年９月に策定した「地理空

間情報の二次利用促進に関するガ

イドライン」の普及・啓発を図る。 
○ 

 
  

５６ ２章４

（３） 

国の安全の観

点から配慮すべ

き事項について

の適切な枠組

みの構築 

国は、地理空間情報の活用推進とのバラ

ンスを取りつつ、国の安全の観点から配

慮すべき事項について適切な枠組みの

構築を図る。 

推進会議 適切な枠組みを構築する。 

     

５７ ２章１

（２） 

国土変遷アーカ

イブ整備 

国土地理院が保有する旧版地図等をア

ーカイブ化し、提供する。また、過去に作

成され、電子化や提供・流通が図られて

いない地図や統計データ等の歴史的資

料の活用方策についても検討する。 

国土交通省過去のデータ整備の防災、国土管

理、地域活性化等への利活用につ

いて引き続き検討する。      

１５２ ２章１

（２） 

日本及び世界

の水資源確保

のための情報

の体系的な収

集・提供システ

ムの整備 

我が国の水資源の確保を図り、世界の水

危機の解決に貢献するために、水資源

に関する体系的な情報収集・提供・解析

システムの検討を行う。 

国土交通省平成２３年度までに、水資源情報

の体系的な情報収集・提供システ

ムの整備を図る。 
     

１６２ ２章１ 都市・地域の基

礎的データ収

集・利活用方策

検討調査 

都市計画の評価やそれを踏まえたＰＤＣ

Ａサイクルを支える根拠として、都市計画

基礎調査の位置づけを強化し、より効果

的な都市計画の実現を図るため、都市計

画基礎調査ガイダンス（調査編、分析編、

利活用編）を取りまとめる。 

国土交通省平成２３年度までに、都市計画基礎

調査ガイダンスを作成する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１８７ ２章１ 場所情報コード

の活用推進 

場所情報コードを共通の基盤として整備・

利用するために必要なガイドラインを策

定し、新たな位置情報サービスの創出を

推進する。 

国土交通省平成２３年度末までにガイドライン

案を作成する。 
○    

（基盤地図情報の整備のための基準等の普及） 

５８ ２章１

（３） 

公共測量に係る

作業規程の準

則の普及促進 

平成２０年３月に改訂した公共測量に係

る作業規程の準則を普及するため、測量

法第３５条に基づき公共測量の年度計画

を把握するとともに実施計画書の提出を

促し、適切な技術的助言の実施及び成果

提出の促進を図る。 

国土交通省毎年、年度計画の把握等を行う。 

     

２．地理空間情報の整備・更新・提供の推進 

（主題図等）  

５９ ２章２

（１） 

主題図データの

整備・提供 

防災、環境及び土地利用に関する各種

の主題図データ（地形分類や土地利用な

ど）の整備・提供を行う。 

国土交通省整備・提供する主題図データを増

加させる。     
 

６０ ２章２

（１）

（３） 

国土数値情報

の整備・更新・ダ

ウンロードサー

ビス 

土地利用、地価等の国土数値情報を整備

し、適時に更新するとともに、データをイ

ンターネットで提供する。 

国土交通省毎年度整備・更新を行った情報をイ

ンターネットでダウンロード可能と

する。 
     

６１ ２章１

（１）２

（１）

（３） 

地質情報の整

備 

防災（地震動、土砂災害等）や国土の有

効利用に資するために、国土の基礎的な

基本情報としての地質情報整備の推進を

図る。 

経済産業省平成26年度までに各種地質図幅

類を、5万分の１地質図幅について

は国土の75％を、20万分の１地質

図幅においては改訂を、海洋地質

図においては日本周辺海域の

100％をカバーする。シームレス地

質図をウェブ公開し、整備・更新を

継続する。 

○ ○  ○

６２ ２章２

（３） 

地盤情報の提

供 

国土交通省の持つ地質情報について引

き続き、データの整備を進め、順次公開

を行うとともに関係機関と共有化を図る。

国土交通省平成２３年度についても引き続き

データの整備を進め、順次公開を

行う。 

     

６３ ２章２

（１） 

地すべり地形分

布図の電子化 

日本全国の地すべり地形分布図を作成

し、Ｗｅｂで公開する。また、ＷＭＳ（地理

情報を処理するための国際規格）を用い

て各種地理データとの重ね合わせを円

滑に進めるため、公開システムの更新を

行なう。Ｇｏｏｇｌｅ Ｅａｒｔｈへの重ね合わせ

を進めるとともに、今後に向けてＷＦＳ

（地理情報を処理するための国際規格）

への対応を検討する。 

文部科学省平成２７年までに全国約１，１００面

を作成し、Ｗｅｂ上での公開を目指

す。 

  ○   

６４ ２章２

（１）

（３） 

火山地質図、活

断層図等の電

子化 

火山災害の軽減・防災計画に資すること

を目的として火山地質図の整備を進める

とともに、当該火山に関する各種データ

を集積して解説を加えた火山研究解説集

を作成する。活断層に関しては、活断層

活動確率地図、ストリップマップ、活構造

図等の公開済みデータをデジタル化・統

合する。 

経済産業省平成26年度までにこれまでの成果

を含め火山地質図累計19図、火山 

研究解説集２件を整備する。活断

層データベースについては従来の

活断層情報と他の地質情報の統合

化を進め、ＧＩＳ化したデータベー

スとして整備する。 

○   ○

６５ ２章 

２（３） 

環境ＧＩＳの整備

運用 

環境の状況等に関するデータをデータベ

ース化し、環境ＧＩＳから情報配信すると

ともに、データのダウンロードサービスを

行う。 

環境省 環境の状況等に関するデータを逐

次更新する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

６６ ２章２

（１） 

生息環境情報調

査 

環境との調和に配慮した土地改良事業

の推進と農村環境の保全形成に資する

ため、広域農業地域を対象に生息環境

の評価区分を行い、生息環境に関する地

理情報を整備する。 

農林水産省平成２３年度までに全国の広域農

業地域のデータを整備する。 

     

６７ ２章２

（１）

（３） 

生物多様性情報

の整備・提供 

生物多様性情報の整備を継続し、閲覧及

びダウンロードによる提供を推進する。

特に２万５千分の１植生図の整備、提供、

ＧＩＳ化の推進を図る。また、学術研究や

自然環境モニタリングに資するため、国

内及び国外におけるサンゴ礁の分布図

を作成し、サンゴ礁分布図の閲覧やダウ

ンロードサービスを行う。 

環境省 ２万５千分の１植生図について、平

成２４年３月までに国土の約６割整

備・提供する。また、平成２２年度

までにサンゴ礁の分布図を作成す

る。 
     

６８ ２章２

（１） 

国有林における

数値地図情報

の更新 

国有林における森林の状況の変化等に

伴う地図情報の修正を森林計画樹立時

に併せて実施し、森林吸収量報告に必要

となる森林の位置情報の品質を高めると

ともに、国有林野事業の効率的な実施に

資する。 

農林水産省概ね５年周期で国有林を占める地

域の数値地図情報の更新が完了

するよう計画的に毎年地図情報を

更新する。 
     

７０ ２章２

（３） 

防災情報提供セ

ンターによる防

災情報の提供 

国土交通省内の各部局が保有する防災

に関する情報を集約し、防災情報提供セ

ンターホームページにより提供する。 

国土交通省引き続き、ホームページによる情

報提供を継続する。 
     

７１ ２章２

（３） 

水情報国土デー

タ管理センター

による水に関す

る情報の提供 

水に関する情報を集約し、水情報国土デ

ータ管理センターホームページにより提

供する。 

国土交通省引き続き、ホームページによる情

報提供を継続する。 
     

７２ ２章 国有財産情報公

開システムの運

用 

国有財産に関する一件別の情報、全国

の財務局等で売出中の入札物件等の情

報、統計情報などについて、整備更新を

行い、引き続き、閲覧・提供に供する。 

財務省 毎年度継続的に行う。 

     

７３ ２章２

（３） 

取引価格等不動

産情報の整備・

提供の推進 

不動産市場の透明化・取引の円滑化・活

性化を図るため、取引当事者の協力によ

り取引価格等の調査を行い、物件が特定

できないよう配慮して不動産取引の際に

必要となる取引価格情報等の提供を行な

う。 

国土交通省継続的に更新・提供を行う。 

     

１６３ ２章２

（３） 

環境省大気汚染

物質広域監視シ

ステム（そらま

め君）の整備運

用 

大気汚染等の環境データを情報配信す

る。 

環境省 環境データを逐次更新する。 

     

１６４ ２章２

（３） 

環境省花粉観測

システム（はな

こさん）の整備

運用 

花粉等の環境データを情報配信する。 環境省 環境データを逐次更新する。 

     

１８８ ２章３

（１） 

ＰＲＴＲデータ地

図上表示システ

ムの運用 

化学物質排出移動量届出制度（ＰＲＴＲ制

度）に基づき届け出られた個別の工場・

事業場における化学物質の環境への排

出量及び廃棄物に含まれて事業所の外

に移動する量（ＰＲＴＲデータ）を地図上に

表示する、「ＰＲＴＲデータ地図上表示シ

ステム」を運用する。 

環境省 ＰＲＴＲ制度に基づき届出対象化学

物質の排出量及び移動量を個別事

業所単位に地図上に表示。平成２

２年度に運用開始。平成２３年度は

届出対象事業となった医療業者等

を追加予定。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

（地形図） 

７４ ２章２

（３） 

数値地図２５００

０の更新、提供 

数値地図２５０００の更新、提供（刊行、イ

ンターネット提供）を引き続き実施する。

国土交通省継続的な更新・提供を実施する。 
     

（地名情報）  

７５ ２章２

（１）

（３） 

街区レベル位置

参照情報等の

整備・更新・提供 

街区レベル位置参照情報を年１回以上更

新する。さらに、大字・町丁目の位置参照

情報を整備し、更新する。 

国土交通省毎年度更新する。 

     

（海域の地理空間情報） 

７６ ２章２

（１）

（３） 

海域の地理空

間情報の整備・

提供 

・我が国の領海及び排他的経済水域にお

いて、海底地形の把握に資する水深デ

ータの収集や大陸プレートの動きを探る

海底地殻変動観測等の海洋調査等を行

い、海洋に関する基盤情報の整備を推進

する。・海上保安庁が保有する情報をビ

ジュアルに重ね合わせ表示する海洋政

策支援情報ツールの整備を進め、各種

海洋政策の企画、立案に寄与する。 

国土交通省・順次、海洋調査を実施し、海図等

については、状況を把握してから

国際基準に基づく手続きにのっとり

速やかに整備する。・海洋政策支

援情報ツールは、平成２３年度末

までに整備する。 

  ○ ○  

（統計情報）  

７７ ２章２

（１）

（３） 

統計ＧＩＳの拡充 政府統計に関連する情報の一元的な提

供を行う「政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａ

ｔ）」上に統計地理情報システム（「地図で

見る統計」（統計ＧＩＳ））を整備・運用し、各

府省が保有する地域統計データの同シ

ステムへの登録及び境域情報の整備を

行い、各府省が作成した統計情報を提供

する。 

総務省 

関係府省

継続的に実施する。 

     

７８ ２章２

（１） 

統計の二次的

利用の推進 

平成２１年４月１日に全部施行された統

計法、法に基づき策定された統計の二次

的利用に関する各種ガイドライン及び政

府として統計の整備方針を定めた、公的

統計の整備に関する基本的な計画（「基

本計画」）に基づき、統計の二次的利用

の推進を図る。 

総務省 継続的に実施する。 

     

（空中写真）  

８０ ２章２

（１） 

国有林における

空中写真撮影 

国有林における森林計画樹立にあたっ

ての基礎資料として活用するために、主

として国有林が占める地域を、計画的に

空中写真撮影を行う。 

農林水産省概ね５年周期で国有林を占める地

域の撮影を完了するよう計画的に

毎年撮影を実施する。 
     

８１ ２章２

（１） 

国土の周期的な

撮影 

平地を主とする地域及び離島の周期的

な撮影を行う。 

国土交通省概ね１０年周期で撮影を行う。 
   ○  

８３ ２章２

（３） 

航空写真画像情

報所在検索・案

内システムの充

実 

国、地方公共団体等の保有する空中写

真を、地図上でワンストップで検索できる

「航空写真画像情報所在検索・案内シス

テム」の接続機関を増やす等の取組を充

実させる。 

国土交通省接続機関を毎年増加させる。 

     

（衛星画像）  

８４ ２章２

（１） 

衛星画像の整

備・提供（ＡＳＴＥ

Ｒ） 

資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）によ

る衛星画像の整備を行い、これをユーザ

ーに提供する。 

経済産業省平成２３年度についても、地球観測

衛星データの継続的な提供を行

う。   ○  ○
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

８５ ２章２

（１） 

衛星画像の整

備・提供（だい

ち） 

平成１８年１月に打ち上げられた陸域観

測技術衛星「だいち」搭載センサＰＡＬＳＡ

Ｒによる衛星画像の整備を行い、これを

ユーザーに提供する。 

経済産業省平成２３年度についても、地球観測

衛星データの継続的な提供を行

う。 
  ○  ○

８６ ２章２

（１）

（２） 

陸域観測技術衛

星「だいち」（ＡＬ

ＯＳ）の運用 

基盤地図情報の継続的な整備・提供に資

するため、関係府省や機関と連携しなが

ら、陸域観測技術衛星「だいち」（ＡＬＯＳ）

による地図作成、全国５万分の１の衛星

画像の作成等の利用実証実験を実施す

る。 

文部科学省衛星の運用及び利用実証実験を継

続することにより、基盤地図情報の

整備・提供等に貢献する。 
  ○  ○

（基盤地図情報）【基盤地図情報の整備・更新・提供】 

８７ ２章２

（１）

（２） 

電子国土基本図

の整備・更新 

基盤地図情報と整合の取れた地図情報、

デジタル空中写真を利用したオルソ画像

（地図と重ね合わせ可能な写真）、居住地

名や自然地名など位置を検索するため

のキーとなる地名情報を整備・更新す

る。 

国土交通省国土の変化を捉え適時に地図情報

の更新を行う。平成２４年度まで

に、市街化区域・市街化調整区域

内のオルソ画像を整備する。国土

を構成する島等の地名情報を整備

する。 

     

８８ ２章２

（２） 

道路関係図面

の電子化 

道路工事完成図等作成要領に基づく電子

化を進めるなど、道路関係図面の電子化

を進める。 

国土交通省データの整備・蓄積を進める。 

     

８９ ２章２

（２） 

地方公共団体

への技術的支

援 

地方公共団体においても、都市計画基図

など、通常、行政の各分野で整備・更新し

ている基盤地図情報に係る項目を含む

地図が基準に基づき電子的に整備・更新

され、できる限り新鮮で高精度なものとし

て維持されるよう、技術的支援を行う。 

国土交通省引き続き、公共測量作業計画に対

し技術的な助言を行い、測量成果

が基準どおり作成されているか審

査を行い結果を通知する。 
○    

９０ ２章２

（２） 

基盤地図情報

の整備・更新 

基盤地図情報が様々な主体が整備する

地理空間情報の基準として活用されるよ

う、国、地方公共団体等が整備・更新した

大縮尺地図データや既存の数値地図２５

００及び数値地図２５０００をオルソ画像

を利用するなどして集約・シームレス化

し、より利便性の高い基盤地図情報の効

率的な整備を進め、平成２３年度までに

概成する。 

国土交通省平成２３年度までに全国の基盤地

図情報を概成する。 

○    

９１ ２章２

（３） 

基盤地図情報

の提供 

国及び地方公共団体が保有する基盤地

図情報を集約し、シームレスに接合した

縮尺レベル２５００、２５０００相当の基盤

地図情報を平成２０年度からインターネッ

トにより無償提供する。さらに、国以外で

もこうした取組が普及するよう、地方公共

団体等への働きかけや、相談体制の充

実を図る。 

国土交通省平成２０年度より、基盤地図情報の

インターネットによる無償提供を開

始した。引き続き、初期整備・更新

作業の完了したデータを順次、提

供する。 
     

９２ ２章２

（３） 

ワンストップサ

ービスのシステ

ム構築 

国及び地方公共団体が公共測量におい

て整備する各種の基盤地図情報を円滑

に流通させるため、その所在を検索する

ことができるクリアリングハウスの充実

等を図るとともに、ワンストップで提供す

るサービスを関係機関と連携して実施す

る。 

国土交通省測量成果をワンストップで提供する

サービスを平成２１年４月に運用を

開始した。引き続きワンストップサ

ービスのシステム運用を行う。      

（基盤地図情報）【地籍調査、登記所備付地図等の電子化の推進】 

９４ ２章２

（２） 

地籍整備の推

進 

土地の有効利用の基盤となる地籍調査

の推進を図る。 

国土交通省全国的に地籍情報の整備を進め

る。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

９６ ２章２

（２） 

地籍整備 不動産登記法に基づく筆界特定制度（筆

界特定登記官が、関係資料や外部専門

家の意見に基づき、登記された土地の境

界（筆界）を適正かつ迅速に特定する手

続き。平成１７年度に導入。）や、裁判外

紛争解決手続の促進に関する法律に基

づく裁判外紛争解決制度（ＡＤＲ）も活用し

て、地籍の明確化を推進していく。 

法務省 地籍の明確化を継続して実施す

る。 

     

１７７ ２章２

（２） 

都市部官民境界

基本調査 

通常の地籍調査に先駆けて、国が地籍

調査の前提となる官民の境界情報の整

備に必要な基礎的な情報を調査する。 

国土交通省地籍調査の実施が困難な都市中

心部等において、地籍調査の推進

を図る。 

     

１７８ ２章２

（２） 

地籍整備推進調

査 

地籍調査以外の測量成果を地籍整備に

活用する仕組みである国土調査法第１９

条第５項指定制度の申請を促進するた

め、都市部において民間開発や各種公

共事業等を行う場合に、それに伴い実施

される境界情報の整備に必要な調査・測

量費用の一部を、国が補助する。 

国土交通省都市部において遅れている地籍整

備の進捗を図る。 

     

１７９ ２章２

（２） 

山村境界基本調

査 

山村地域において、境界に関する情報を

簡易な手法で早急に保全するため、土地

の境界に詳しい者の踏査により境界情報

を保全する。 

国土交通省土地所有者等の高齢化や村離れ

が進み、土地所有者等による土地

境界の確認が困難な状況となって

きている山村地域において実施す

る。 

     

１８０ ２章２

（１） 

土地分類基本調

査（土地履歴調

査） 

土地の改変が進み不明確となっている

土地本来の自然地形や改変履歴に関す

る情報を整備した上で、災害履歴等とと

もにわかりやすく提供する。 

国土交通省緊急に情報を整備する必要性が高

い人口集中地区及びその周辺部

において調査を実施する。 
     

１８９ ２章２

（２） 

既存測量成果

の活用方策検

討調査の実施 

用地取得図の作成後に行われた分合筆

の情報の追加や測量精度の確認等を行

い、登記所に備え付けるための課題を整

理し、その対応策を検討する。 

国土交通省平成２３年度末までに登記所に備

え付けるための課題を整理し、そ

の対応策を検討する。 
       

（基盤地図情報）【民間測量成果の活用方策の検討】 

９７ ２章２

（２） 

民間測量成果

の活用 

基盤地図情報の整備・更新における民間

測量成果の活用について検討する。ま

た、公共測量における民間測量成果の活

用について検討し、運用を開始する。 

国土交通省基盤地図情報の整備・更新におけ

る民間測量成果の活用について検

討する。また、引き続き公共測量に

おける民間測量成果の利活用につ

いて運用する。 

     

（基盤地図情報）【基準点情報の維持管理等】 

９８ ２章２

（２） 

セミ・ダイナミッ

ク補正の推進 

基準点測量を計画的に実施するととも

に、セミ・ダイナミック補正（基準点測量の

結果から地殻変動の影響を取り除く方

法）を推進する。 

国土交通省セミ・ダイナミック補正に必要となる

地殻変動補正パラメータを作成し

毎年公開する。 
     

９９ ２章２

（２） 

基準点に関する

情報の整備・提

供 

基準点に関する情報を整備・管理し、イン

ターネットによる提供のため「基準点ＧＩ

Ｓ」を構築する。 

国土交通省平成２３年度末までに、未点検の

データを登録する。また、閲覧サ

ービスの利便性向上のため、シス

テムの高度化を図る。 

     

１００ ２章２

（２） 

インテリジェント

基準点の整備

の推進 

基準点にＩＣタグを付加したインテリジェン

ト基準点の整備・導入を順次図り、その普

及啓発活動や関係機関に対する技術的

支援を行い、基準点の維持管理及び活

用の高度化に努める。 

国土交通省平成２４年度末までに高度地域基

準点２，４００点のインテリジェント

化を図るとともに、公共基準点へ

の導入を推進する。 

     



- 14 - 
  

整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１０１ ２章２

（２） 

離島の位置情

報基盤整備 

海洋を含む国土の総合的な管理の観点

から、遠隔の離島における基準点の設

置、維持、管理を実施していく。 

国土交通省平成２０年度から平成２１年度まで

に当初目標の３島について基準点

を整備した。平成２２年度から平成

２４年度末までに基準点が未設置

の離島のうち２島について基準点

を整備する。 

   ○  

１０２ ２章２

（２） 

公共測量成果

の世界測地系

への移行促進 

世界測地系への移行のため、変換ソフト

をインターネットで公表し、測量業務担当

者を対象とした担当者会議等において指

導、啓発を行う。 

国土交通省引き続き、世界測地系への移行の

ため、変換ソフトをインターネットで

公表する。 
     

（基盤地図情報）【整備・更新に関する情報提供】 

１０３ ２章２

（３） 

基本測量及び公

共測量の実施

情報の提供 

基本測量及び公共測量の実施地域や期

間についてインターネットにより情報提

供を行う。また、測量計画機関の連携に

よる効率的な測量の実施を図るため、リ

アルタイムでの情報提供を検討する。 

国土交通省引き続き、インターネット等により

情報提供を行う。 

     

（ウェブマッピングシステムによるデータ提供） 

１０４ ２章１

（２）２

（３）３

（１） 

電子国土Ｗｅｂ

システムの機能

拡充と普及 

国民がＷｅｂＧＩＳを利用して容易に情報

の公開や共有をすることができる電子国

土Ｗｅｂシステムについて、サービスを引

き続き提供するとともに、機能の拡充と

普及を図る。 

国土交通省引き続き電子国土Ｗｅｂシステムの

サービスを提供するとともに機能

の拡充と普及を図っていく。      

１０５ ２章１

（２） 

２（３） 

３（１） 

国土交通地理空

間情報プラット

フォームの構築 

国土交通省が持つ様々な情報を電子地

図上に整理した地理空間情報プラットフ

ォームについて、重ね合わせ情報のさら

なる拡充を進める。 

国土交通省平成２２年度までに先駆的導入を

行たことを受け、平成２３年度の普

及を目指す。 
     

１０６ ２章２

（３） 

３（１） 

国土情報ウェブ

マッピングシス

テムの拡充 

国土数値情報を閲覧するための国土情

報ウェブマッピングシステムの提供デー

タを拡充する。 

国土交通省引き続き運用し、毎年データを拡充

する。      

１０７ ２章２

（３） 

地理情報標準に

準拠した府省横

断的地理情報カ

タログ・配信シ

ステム（ＧＥＯ 

Ｇｒｉｄ ＳＤＫ）の

構築 

各機関に分散して管理されている地理空

間情報に係わるデータセットを、効果的

かつ効率よく検索するために、その検索

方法を地理空間情報検索方法の国際標

準であるＣＳ－Ｗ対応に置き換え、デー

タ管理者のポリシーを考慮した上でデー

タをインターネットにて提供・流通させる

ために、ＯＧＣ（Ｏｐｅｎ Ｇｅｏｓｐａｔｉａｌ Ｃｏ

ｎｓｏｒｔｉｕｍ）およびＯＧＦ（Ｏｐｅｎ Ｇｒｉｄ Ｆ

ｏｒｕｍ）に準拠したソフトウエア（ツールキ

ット）を開発し、標準的なＷＭＳやＷＰＳ

によるデータの利活用を図る。 

経済産業省地理空間情報検索方法の国際標

準であるＣＳ－Ｗを用いた実験を

ＡＳＴＥＲデータに対して行う（３年：

Ｈ２０－２２）。また、地理情報デー

タが整備（メタ情報同時作成）され

てから２年以内にメタ情報カタログ

の整備をする。 
○ ○  ○

（地方公共団体への支援等）  

１０８ ２章２

（３） 

ＧＩＳを活用した

交通規制情報

の提供 

都道府県警察において管理する交通規

制情報をＧＩＳで扱うため、全国統一のフ

ォーマットによりデータベース化し、適時

適切な管理を行う。このデータベース上

の情報を提供することにより、カーナビ

ゲーション装置等を通じた情報提供の高

度化を可能とし、安全運転支援や適切な

経路誘導等を通じて交通の安全と円滑を

図る。 

警察庁 交通規制情報管理システムの的確

な管理及び運用を行う。 
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（具体的な）  
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① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１０９ ２章２

（３） 

地理空間情報

の提供・流通に

関するルール

の普及啓発 

基盤地図情報に関する省令・告示、地理

空間情報の提供・流通に関するルール等

について、全地方公共団体や関係機関

等へ周知する。また、パンフレット等の作

成・配布やセミナー開催等により普及活

動を実施する。 

国土交通省基盤地図情報に関する省令・告示

について、全地方公共団体や関係

機関等へ必要に応じて引き続き周

知する。また、地理空間情報の提

供・流通に関するパンフレット等の

作成・配布やセミナー開催等により

普及活動を実施する。 

     

１１０ ２章１

（２） 

２（１） 

ヘルプデスクに

よる技術的支援 

地理空間情報の電子的整備・更新に関す

る技術的支援方策の検討を実施し、一元

化した基盤地図情報問合せ窓口を含む

ヘルプデスクにより技術的支援を行う。

国土交通省問合せ窓口を含むヘルプデスクに

より技術的支援を行う。 
     

１６７ ２章２ 防災関連情報基

盤の構築による

ハザードマップ

普及促進 

統一規格による地震ハザードマップの作

成率向上のため、既存データの変換手

法や被害想定データの入手方法等マップ

作成のガイドブックの作成および中央防

災会議に使用した被害想定データを統一

規格に変換することにより、地方公共団

体によるハザードマップの作成および住

民周知を促進する。 

内閣府 地震被害想定のデータ仕様の素案

を基に、統一的なフォーマットでハ

ザードマップを作成できるようにす

るための環境整備を実施すること

により、より分かりやすいハザード

マップの普及を促進し、国民に「備

え」の行動を促進させる。 

     

３．地理情報システムの活用の促進 

（国における活用） 

１１１ ２章３

（１）

（２） 

災害リスク情報

プラットフォーム 

国・地域・個々人の防災力向上を図るた

め、各機関に散在した各種災害情報を集

約し、ＧＩＳを活用したハザード・リスクマ

ップなど災害リスク情報の作成・統合・提

供を行うシステムを構築する。 

文部科学省平成２４年度までにシステムを構

築し、一般への情報提供を開始す

る。   ○   

１１３ ２章３

（１） 

文化遺産オンラ

イン構想の推進 

災害等に対応した文化財保全のための

位置情報システムの確立等を図る。 

文部科学省平成２４年度までにシステムを構

築する。      

１１４ ２章３

（１） 

生物多様性情報

システム等の整

備・活用推進 

生物多様性情報システム（Ｊ－ＩＢＩＳ）等を

引き続き整備し、ＷｅｂＧＩＳによる生物多

様性情報の利活用の推進を図る。また国

内及び国外におけるサンゴ礁の分布図

をＧＩＳにより作成し、保全のための基礎

データを整備するとともに、これらの閲覧

やダウンロードサービスを行うことで、学

術研究や自然環境モニタリングに資す

る。 

環境省 ＷｅｂＧＩＳを活用したデータの提供

及び多様な解析を可能とする機能

の充実を進める。・平成２２年度ま

でに分布図を作成し、閲覧等のサ

ービスを開始する。      

１１６ １章５２

章３

（１） 

国土計画等へ

の地理空間情

報の活用 

国土政策の企画・立案等のために整備さ

れている省内向けシステム「新国土数値

情報利用・管理システム（ＮｅｗＩＳＬＡＮ

Ｄ）」を運用する。 

国土交通省データベースを充実させ、引き続

き運用する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１１７ ２章３

（１） 

産業振興に資す

る地理情報共用

Ｗｅｂゲートウェ

イの構築 

様々な情報提供サービスに必要なウェブ

マッピングシステムの提供、改良を進

め、国際標準化に貢献し、産業技術力強

化を図る。具体的には、オープンソース

によるＷｅｂＧＩＳ基幹部としてＷＭＳ／Ｗ

ＦＳ／ＣＳ－Ｗの独自ミドルウエアを開

発。特に画像データベースへの高速アク

セス、並列・マルチスレッド・マルチストリ

ーム処理による高性能化を図る。また、

データのセキュリティ（アクセス認可）に

ついて、データ発信者が策定したポリシ

に忠実に従う機能を付与する。 

経済産業省オープンソースソフトウェア（ＦＯＳ

Ｓ４Ｇ）などの高性能化、セキュリテ

ィ対応を図る（３年：Ｈ２１－２３）。

Ｗｅｂベースでのデータ解析等の

サービス（ＷＰＳ）を整備すること

で、インターネットを通じてのソフト

ウエア機能の提供（ＳａａＳ的な利

用）を普及させる（３年：Ｈ２１－２

３）。多種多様なデータ統合を普及

させるために国際標準ＯＧＣ（Ｏｐｅ

ｎ Ｇｅｏｓｐａｔｉａｌ Ｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍ）に

準拠したＯＧＣ Ｗｅｂ ＳｅｒｖｉｃｅＰｈ

ａｓｅ ６ （ＯＷＳ－６） およびその

後継プロジェクトと協力して進め

る。 

○ ○  ○

１６８ ２章３

（１） 

総合交通分析シ

ステムの機能更

新・拡充 

総合交通分析システムにおいては、地理

情報システムを活用することにより、経

路探索結果を分析・図化することが可能

となっている。システムを提供するにあ

たり、道路ネットワーク等の地理空間情

報を定期的に更新、拡充している。 

国土交通省引き続き、現行総合交通分析シス

テムの運用・提供を行う。 

     

１９０ ２章３

（１） 

Ｗｅｂ連携型国

有林地理情報シ

ステムの整備 

現行の国有林地理情報システムの機能

補完を行い、民有林と森林情報の共有化

による図面計画の作成や情報公開等に

対応したシステム整備を実施する。 

農林水産省平成２４年度までに基本システム

を構築し、その後も改良を重ねて

いく。 
     

（地方公共団体等における活用促進） 

１２０ ２章３

（２） 

都道府県におけ

る森林ＧＩＳの整

備 

都道府県における森林関連情報を一元

的に管理する森林ＧＩＳの整備を支援す

る。 

農林水産省平成２３年度末までにＧＩＳの活用

等により地域森林計画の変更を１

００％完了する。 

     

１６９ ２章３

（２） 

衛星画像を活用

した損害評価方

法の確立 

水稲共済について、衛星画像及びＧＩＳデ

ータを活用した損害評価方法の確立を図

る。 

農林水産省衛星画像を活用した損害評価方法

について、平成２８年度からの全

国的な本格導入を図る。 

    ○

１９１ ２章３

（１）

（２） 

口蹄疫防疫マッ

プの開発 

口蹄疫発生時等に適切な防疫措置を企

画し、実施するため、発生農場周辺に所

在する農場の位置関係、家畜の飼養頭

数、畜産関係施設等を迅速に把握するシ

ステムを構築する。 

農林水産省平成２３年度中に基本システムを

開発し、農場地理情報等基礎デー

タを取り込み利用可能な状態に整

備する。 

     

１９２ ２章３

（２） 

市町村における

森林ＧＩＳの整備 

市町村における森林関連情報を一元的

に管理する森林ＧＩＳの整備を支援する。

農林水産省平成２３年度末までにＧＩＳの活用

等により市町村森林整備計画の変

更を１００％完了する。 

     

第３章 衛星測位に関する施策 

１．信頼性の高い衛星測位によるサービスを安定的に享受できる環境を効果的に確保するための衛星測

位に係る連絡調整等 

（システム運営主体との連絡調整） 

１２１ １章６ 

３章１

（１） 

日米ＧＰＳ会合 １９９８年の日米首脳声明に従い定期的

に開催されるＧＰＳの利用に関する重要

事項を検討・討議するための会合を開催

する。 

外務省 

内閣官房

関係府省

引き続き会合を開催し、必要な調

整を行っていく。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１２２ １章６ 

３章１

（１） 

国際衛星航法シ

ステム（ＧＮＳ

Ｓ）に関する国

際委員会（ＩＣＧ）

及びＧＮＳＳシ

ステムプロバイ

ダーフォーラム

への参画 

国連宇宙空間平和利用委員会（ＣＯＰＵＯ

Ｓ）において設立された衛星航法システ

ムに関する国際委員会は、関心国・組織

により、衛星測位に関する情報交換等を

ボランタリーベースの活動として実施し

ているが、当該会合に参画し、関係各国

の衛星測位システムの開発・利用状況に

ついて情報収集を行うとともに、衛星測

位システムの運用機関（プロバイダー）と

の連携を深める。 

関係府省 我が国としても引き続き参画し、国

際動向等について情報収集を行う

とともに、各国との連携を深める。 

     

（衛星測位の利用環境の向上に資する情報提供等） 

１２３ ３章１

（２） 

衛星測位の利

用環境の向上

に資する情報提

供 

関係府省の担当者から構成される地理

空間情報活用推進会議衛星測位ワーキ

ンググループにおいて、国内の利用者

のニーズを踏まえて、米国ＧＰＳの運用

等に関する情報を、必要な利用者に的確

に伝わるようなシステムの在り方につい

て検討し、その結論に基づき必要な措置

を講ずる。 

推進会議

（衛星測位

ワーキング

グループ）

推進会議（衛星測位ワーキンググ

ループ）において検討を進める。 

     

２．衛星測位に係る研究開発の推進等 

（基礎的・基盤的な研究開発等の推進） 

１２５ ３章２

（２） 

ＧＰＳを利用した

航空機の高精

度航法システム

に関する研究 

ＧＰＳ受信端末と機上慣性航法装置とを

複合した航空機用の超小型航法装置（位

置センサ）及びそれを利用した高精度・

高信頼航法システムの研究開発を推進

する。 

文部科学省平成２４年までに、精密進入を可能

とするレベルの技術実証を行う。 

     

１７０ ３章２ 小型化等による

先進的宇宙シス

テムの研究開発 

大型衛星に劣らない機能、低コスト、短期

の開発期間を実現する高性能小型衛星

等の研究開発等を行う。これにより、観

測の高頻度化、高速処理化等を図る。 

経済産業省平成２４年度までに、光学分解能：

０．５ｍ未満（軌道高度：５００ｋｍ）、

データ伝送速度：８００Ｍｂｐｓ、質

量：約５００ｋｇ、開発・製造コスト：従

来の約１０分の１、開発期間：従来

の約３分の１を達成する。 

  ○  ○ 

（準天頂衛星システム計画の推進） 

１２６ １章１

（３） 

３章２

（３） 

初号機の準天

頂衛星による技

術実証・利用実

証等 

準天頂軌道の衛星システム計画に関し、

所要の研究開発を実施するとともに、１

機の準天頂衛星を打ち上げ、総務省、文

部科学省、経済産業省、国土交通省によ

る技術実証、民間、府省等による利用実

証を行う。 

総務省 

文部科学省

経済産業省

国土交通省

関係府省

平成２２年度に引続き技術実証・利

用実証を行う。 

  ○  ○

１２７ ３章２

（３） 

準天頂衛星シス

テムユーザーイ

ンターフェース

仕様書の公開

等 

準天頂衛星システム（ＱＺＳＳ）に対応す

るユーザ受信端末（カーナビ、携帯電話

等）やユーザアプリケーションの開発に

必要なＱＺＳＳと利用者間のインタフェー

ス、要求されるサービス性能の仕様など

をユーザに対して提供する「準天頂衛星

システムユーザーインターフェース仕様

書」を作成、公開する。 

文部科学省平成２２年に作成、公開し、平成２３

年に改訂した準天頂衛星システム

ユーザインタフェース仕様書（１．２

版）について、必要に応じて更新を

実施する。 
  ○   
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１９３ ３章２

（３） 

準天頂衛星シス

テム事業計画等

宇宙の総合的

利用の推進 

「当面の宇宙政策の推進について」（平成

２２年８月２７日、宇宙開発戦略本部決

定）等に基づき、府省横断的に構築すべ

き国家基幹宇宙インフラ（「準天頂衛星シ

ステム」及び「衛星データ利用促進プラッ

トフォーム」）の整備に必要な事業計画を

策定する。 

内閣官房 平成２３年度中に事業計画を策定

する。 

  ○  ○

（国の機関等による衛星測位の利用の取組） 

１２８ ３章２

（４） 

大規模災害時等

における政府の

危機管理体制

の強化 

ヘリコプターや広域緊急援助隊の位置の

把握に衛星測位を利用する。 

警察庁 衛星測位を利用したヘリコプターテ

レビシステム等を継続して活用す

る。 
     

１２９ ３章２

（４） 

捜査員の位置

情報の把握へ

の衛星測位の

活用 

捜査員の位置の把握に衛星測位を利用

する。 

警察庁 衛星測位の利用を継続する。 

     

１３１ ３章２

（４） 

自衛隊による衛

星測位の利用 

航空機、艦船等の航法等に衛星測位を利

用する。 

防衛省 衛星測位の利用を継続する。 
     

１３２ ３章２

（４） 

登記所備付地図

作成 

登記所備付地図作成に衛星測位を利用

する。 

法務省 衛星測位を利用した登記所備付地

図作成を継続して行う。 
     

１３３ ３章２

（４） 

衛星測位を利用

した人工衛星等

の高精度軌道

決定等 

衛星測位等を利用して周回衛星等の軌

道を高精度で決定するとともに、その精

度の向上を図る研究を実施する。 

文部科学省「いぶき」及び将来衛星（ＡＬＯＳ－

２等）において、衛星測位を利用し

た高精度軌道決定及び精度向上

のための研究を継続実施する。 

  ○   

１３４ ３章２

（４） 

活断層調査の

総合的推進 

活断層調査の一環として、詳細地殻変動

分布の解明のための衛星測位技術を用

いた調査観測を実施する。 

文部科学省活断層等の評価の高度化に資す

る。特に、平成２３年度までに神

縄・国府津－松田断層帯、平成２４

年度までに上町断層帯、平成２５年

度までに警固断層帯の評価の高

度化に資する。 

  ○   

１３５ ３章２

（４） 

海底ＧＰＳ技術

開発 

衛星測位技術を用いた海底地殻変動観

測システムの開発を実施する。 

文部科学省平成２６年度までに海底ＧＰＳを用

いた海底地殻変動観測技術の高

度化を図る。 

  ○   

１３６ ３章２

（４） 

ひずみ集中帯

の重点的調査

観測・研究 

ひずみ集中帯での地震発生メカニズム

解明の一環として、衛星測位技術を用い

た精密なひずみの観測を実施する。 

文部科学省平成２４年度までに東北日本の日

本海側の「ひずみ集中帯」の地殻

変動分布を明らかにする。 

     

１３９ ３章２

（４） 

有害生物被害防

止対策 

有害生物の出現状況の把握と情報提供

の実施に際し、調査船等により得た出

現・予測情報を、日々の更新データ提供

（ＰＤＦ）と併せてＧＩＳによる提供を行い、

情報利用者の利便性の高い情報として

漁業関係者等に提供する。 

農林水産省大型クラゲの出現情報を利用者の

利便性を考慮した形で漁業関係者

等に提供する（予算上の事業年度

は平成２４年度末）。 
     

１４０ ３章２

（４） 

農作業の軽労

化に向けた農業

自動化・アシスト

システムの開発 

ほ場内にオペレータが入ることなく、稲麦

大豆作において耕うんから収穫まで、す

べてのほ場作業をロボット化する無人機

械作業体系を開発する。 

農林水産省平成２６年度までに、稲麦大豆作に

おいて耕うんから収穫までの一連

の作業を遂行できる農作業ロボッ

トシステムを開発し、大規模農業か

ら小型分散圃場への適用を可能と

するシステムを開発する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１４５ ３章２

（４） 

農業環境資源地

点情報の整備 

土壌調査、植生調査、昆虫採取及び土壌

微生物等の衛星測位等による採取地点

情報の整備を行い、データベース化し、

時空間情報として視覚化する手法を開発

する。 

農林水産省平成２３年度までに、地理情報が

少ない古い標本情報をさらに追加

登録する。さらに、他のデータベー

ス（土壌情報閲覧システムなど）と

統合し、より利用範囲の広い農業

環境インベントリーシステムを構築

する。 

     

１４６ ３章２

（４） 

衛星測位・無線

通信技術を用い

た農地への野

生生物追跡技術

の開発 

鳥獣害予防のために、無線通信技術を

用いた野生生物の接近警報及び衛星測

位による精密な位置情報の取得を行う。

農林水産省平成２３年度までに多段無線リレー

によるデータ通信の試験を行う。 

     

１４７ ３章２

（４） 

海上保安庁にお

ける緊急通報１

１８番（位置情報

等）の受付体制 

緊急通報１１８番（位置情報等）の受付体

制の運用において衛星測位を利用する。

国土交通省引き続き、緊急通報１１８番（位置

情報等）の受付体制の運用におい

て衛星測位の利用を継続する。      

１７１ ３章２

（４） 

大規模営農支援

システムの開発 

「ＧＩＳを利用した農作業履歴管理システ

ム（ＦＡＲＭＳ）」を基礎とし、低価格ＧＰＳ

を搭載した農業機械の稼働状況モニタリ

ング装置を継続利用して作業履歴の蓄積

を効率的に行うシステムを開発する。ま

た、開発システムを大規模経営体におけ

る現地実証的な試験に供し、効果を検証

する。 

農林水産省平成２３年度までに実証試験シス

テムを開発し、大規模経営体での

実証運用を開始する。 

     

１８１ ３章２

（４） 

広域コントラクタ

ーのための携

帯端末を利用し

た作業計画・管

理支援システム 

飼料イネの収穫・調整・集荷作業や堆肥

散布など各作業を円滑に進めるため、Ｇ

ＰＳ搭載携帯情報端末を利用した、記録

すべき項目を自由に設定できる、広域コ

ントラクター向け作業計画・管理支援シス

テムを開発する。 

農林水産省平成２４年までに同システムを完

成させ、あわせてソフトウェアの配

布等をできるようにする。 
  ○   

１９４ ３章２

（４） 

ふくそう海域で

の事故半減を目

指すＩＣＴを活用

した新たな安全

システムの構築 

船舶位置情報に関し、ＤＧＰＳに加え準天

頂衛星システムからの補正情報の入力

手法について技術開発を行う。 

国土交通省Ｈ２３年度末までに船舶交通の安

全性・利便性の向上を目指す。 

    ○

１９５ ３章２

（４） 

高度な国土管理

のための複数

の衛星測位シス

テム（マルチＧ

ＮＳＳ）による高

精度測位技術

の開発 

準天頂衛星を含む複数の衛星測位シス

テム（マルチＧＮＳＳ）のデータを統合的

に利用し、短時間に高精度に位置情報を

取得し、測量等に適用するための技術開

発及び標準化を実施する。 

国土交通省平成２６年度までに、マルチＧＮＳ

Ｓの解析技術等を開発、検証し、公

共測量等に適用するための高精度

測位技術の標準化を行う。   ○  ○

１９６ ３章２

（４） 

ＧＰＳ波浪計に

よる波浪・津波

観測の高精度

化 

ＧＰＳ波浪計による波浪及び津波観測シ

ステムについて、さらに準天頂衛星の測

位情報も活用して、より高精度で安定し

た観測を可能とする改良の検討を行う。

国土交通省平成２３年度中により高精度で安

定した観測を可能とする改良の方

向性について結果を得る。 
    ○

１９７ ３章２

（４） 

障害に強い（ロ

バストな）位置

情報のための

地域的測位衛星

の高度利用 

米国のＧＰＳの一部または全部が停止し

た場合を想定して、我が国が保有する準

天頂衛星及びＭＳＡＳにより位置の測定

を行う方式の利用精度、利用可能性につ

いて検討、実証する。（宇宙利用促進調

整委託費により実施） 

文部科学省

国土交通省

米国のＧＰＳの一部または全部が

停止した場合の性能解析、実証実

験を平成２４年度まで実施する。 
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整理

番号 

基本 

計画 

該当 

箇所 

施策名 施策概要 担当府省
（具体的な）  

目標と達成期間 

各種計画との連携（注）

① 

ＩＴ戦略 

②新

成長

戦略

③

海洋基

本計画

④

宇宙基

本計画

１９８ ３章２

（４） 

地方・ローカル

線・路面電車に

有効な地上シス

テムが省力化可

能な運転管理シ

ステムの技術開

発の推進 

列車の位置、速度などの運転状況を地上

設備によらず、車上設備で検出し、センタ

処理装置との通信を行って先行列車の位

置を把握し、先行列車位置に応じた列車

制御を行う運転管理システムの基礎技術

を確立する。 

国土交通省平成２３年度中に新たな運転管理

システムの技術仕様書をまとめ

る。 

    ○

１９９ ３章２

（４） 

操業管理適正化 我が国遠洋漁船の操業秩序確保の観点

から、ＶＭＳ（船舶位置測定システム）を

活用した操業位置の監視及び漁獲報告

との整合性の確認を行う。 

農林水産省かつお・まぐろ類資源管理を行う各

地域漁業管理機関の決議遵守の

ためのシステムであり、平成２７年

度まで必要に応じて随時システム

の改修を行う。 

       

２００ ３章２

（４） 

ＶＭＳシステム

開発及び設置 

大型官船の公海域への派遣により手薄

となった我が国の排他的経済水域の取

締勢力を補充し、効率的な取締体制を再

構築するため、大中型まき網漁業等国内

主要漁船にＶＭＳ（船舶位置測定システ

ム）を設置する。 

農林水産省平成２３年度中に大中まき網漁船

及び沖合底びき網漁船２００隻にＶ

ＭＳ端末を設置する。 
    ○   

（衛星測位の利用のための情報提供） 

１４８ ３章２

（４） 

衛星測位を利用

した航空交通の

安全確保及び

サービス向上 

航空交通の安全確保及び効率性向上の

ため、運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）を用い

た衛星航法補強システムを運用し、国際

民間航空機関（ＩＣＡＯ）基準に準拠したＧ

ＰＳ補強情報を提供する。 

国土交通省引き続き、衛星航法補強システム

の運用を継続する。 

     

１４９ ３章２

（４） 

衛星測位を利用

した海上交通の

安全確保 

船舶交通の安全確保のため、全国に配

置したディファレンシャルＧＰＳ局からＧＰ

Ｓの補強情報を提供する。 

国土交通省引き続き、ディファレンシャルＧＰＳ

の運用を継続する。      

１５０ ３章２

（４） 

衛星測位を利用

した測量の効率

化等（電子基準

点測量） 

ＧＰＳを用いた測量の効率の向上等のた

め、全国に配置した電子基準点によるＧ

ＰＳ連続観測システムを運用する。 

国土交通省国家基準点体系の維持と測量のた

めの基準点として、安定的な運用

を行う。 ○  ○ ○

（地方公共団体及び民間における衛星測位の利用） 

１５１ ３章２

（４） 

携帯電話からの

１１９番通報に

おける発信位置

情報通知システ

ムの導入促進 

衛星測位を用いた携帯電話からの１１９

番通報における発信位置情報通知シス

テムの導入促進を図る。 

総務省 引き続き、消防本部において、携

帯電話からの１１９番発信位置情

報通知システムの導入を図る。 
     

１７２ ３章２

（４） 

エネルギーＩＴＳ

推進事業 

省エネルギー効果の高いＩＴＳの実用化

を促進する事業において、自動運転・隊

列走行に関する要素技術開発を行い、そ

の中でＧＰＳを用いた高度な位置測定、

画像認識を用いた周辺環境認識等の要

素技術の開発等を行う。 

経済産業省平成２４年度までに、自動運転・隊

列走行に必要となるＧＰＳを用いた

高度な位置測定、画像認識を用い

た周辺環境認識等の要素技術を開

発する。 

  ○   

２０１ ３章２

（４） 

衛星利用の裾

野拡大プログラ

ム（宇宙利用促

進調整委託費） 

平成２２年度に「みちびき」が打上げら

れ、我が国の測位衛星利用の高度化が

期待されている。現在、測位衛星利用に

ついては、カーナビゲーションやＧＰＳ機

能付き携帯電話など、国民生活の中に幅

広く浸透しているが、準天頂衛星の打上

げを契機に従来の衛星利用の枠を超え

た新たな利用を開拓する。 

文部科学省測位衛星の利用の裾野の拡大に

向けて、従来の衛星の枠を超えた

新たな利用方法の開拓を推進す

る。最長で平成２４年度まで。 
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（注）「各種計画との連携」の項目中、 

①「ＩＴ戦略」とは、「新たな情報通信技術戦略（平成22 年5 月11 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）」を、 

②「新成長戦略」とは、「新成長戦略(平成22 年6 月18 日閣議決定)」を、 

③「海洋基本計画」とは、「海洋基本計画(平成20 年3 月18 日閣議決定)」を、 

④「宇宙基本計画」とは、「宇宙基本計画(平成21 年6 月2 日宇宙開発戦略本部決定) 」を指す。 

 

本計画は､平成23 年4 月末時点の施策をとりまとめたものである｡  


